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財政収支見通しを作成しました 

 

 

堺市では、令和 9 年度から令和 17 年度までを対象期間とする財政収支見通しを別紙のとおり作成しましたので、

お知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問
い
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せ
先 

担 当 課：財政局 財政部 財政課          

電 話：072-228-7471 

フ ァ ッ ク ス：072-228-7856 

 



財政収支見通し
令和8年2月

堺 市



財政収支の見通し（令和8年2月公表）
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（単位：億円）
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今回

内閣府試算の経済成長率など、現時点で見込むことができる条件を前提に推計
この試算は不確定要素を多く含んでおり、将来に向かって相当の幅をもってみる必要がある

（決算ベース）



今回と前回（令和7年2月公表）の相違点

①市税・地方交付税等の増加
約224～292億円／年

②歳出の増加 約197～324億円／年

○人事委員会勧告等による人件費の増額分 約79～96億円／年

○障害者自立支援給付の対象者増加等による社会保障関係費の増額分
約21～56億円／年

  
○物価や労務単価、金利の上昇等による増額分

約83～129億円／年

○次期清掃工場整備による増額分 約1～45億円／年

歳入の増加により推計期間前半は収支が改善するが
次期清掃工場整備など歳出の増加により、後半にかけて収支は悪化

▲32～49億円／年の変動
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市債残高の見通し
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※臨時財政対策債除く 普通会計ベース
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前回（R7.2月公表） 今回

市債残高は、資材高騰等の影響に加え、「将来の税源涵養」や「安全・安心の確保」に資する事業への積極的な
投資により普通建設事業費が増加する見込みであることから、前回公表と比べて増加
推計期間前半はハード事業費の総量管理の取組により減少傾向で推移し、後半は次期清掃工場整備により
増加傾向で推移する見込み

（単位：億円）
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※四捨五入により表中では計算が合わないことがあります

※定年引上げによる退職手当に係る基金の変動は、その他の特定目的基金に反映（奇数年度に積立、偶数年度に繰入（約10億円））

基金残高は令和6年度決算の反映に加え、推計期間前半は歳入の増加による収支改善に伴
い前回公表と比べて増加

基金残高の見通し
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※減債基金の満期一括償還分除く
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※（ ）：財源調整に活用できる基金の合計
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前回（R7.2公表）：財政調整基金 今回：財政調整基金

前回（R7.2公表）：財政調整基金を除く財源調整に活用できる基金 今回：財政調整基金を除く財源調整に活用できる基金

前回（R7.2公表）：その他の特定目的基金 今回：その他の特定目的基金



試算の前提条件

【推計期間】 令和9年度～令和17年度

5

※財政収支見通しについては、今回の試算に含まれていない以下のような要因により今後変動する可能性がある
・国等の今後の制度改正（社会保障制度、税制改正など）
・大規模事業の具体化に伴う事業費の計上（中央図書館建替え、堺ミュージアム整備など）

・

・ 人口は、令和2年の国調基準推計人口をベースに市が独自で推計 ・ 定年引上げ制度を踏まえ、今後の職員数の見込みをベースに推計

・ 国勢調査、選挙などの臨時的な増減は除いて推計

・ 内閣府試算の賃金上昇率（過去投影ケース）を勘案して推計

【個人市民税】

・ 所得の伸びを、賃金上昇率を基に推計

【法人市民税】

・ 経済成長による法人税割の変動を見込む

【固定資産税】 ・ 既発行分に今後の発行予定分を加味して推計

・ 評価替えによる影響を見込む ・ 市場公募債の満期一括に伴うルール分の積立金は公債費にて計上

・ 市税、税外収入を勘案して推計 ・ 大規模事業を個別に積算して推計

・ 臨時財政対策債は、令和8年度地方財政対策を踏まえて新規発行額ゼ

ロとして推計
・ 落札率や事業進捗などを加味して推計

・ 内閣府試算の消費者物価上昇率（過去投影ケース）や建設工事費デ

フレーターの上昇率を勘案して推計

その他 ・ 実績などに基づき推計 その他
・ 実績や内閣府試算の消費者物価上昇率（過去投影ケース）などを勘

案して推計

普通建設

事業費
地方交付税

扶助費 ・ 現行の社会保障制度を前提に、実績などに基づき推計

公債費

人件費

金利は直近の発行実績に加え、内閣府試算の名目長期金利（過去投

影ケース）を勘案して推計

全体 持続可能な財政運営に向けた取組や構造改革の取組を反映して集計

歳

入

市税等

歳

出

・

経済成長率は、国の中長期の経済財政に関する試算（以下「内閣府試

算」とする。）の過去投影ケースとする

・



財政収支見通し

＜令和9年度～令和17年度＞
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事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

1696.6 1696.6 1717.4 1717.4 1729.0 1729.0 1730.5 1730.5 1741.1 1741.1 1751.7 1751.7 1755.3 1755.3 1762.1 1762.1 1768.1 1768.1

742.4 742.4 746.3 746.3 756.3 756.3 774.3 774.3 777.5 777.5 763.4 763.4 780.2 780.2 779.0 779.0 778.1 778.1

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

280.5 0.0 218.8 0.0 153.1 0.0 160.4 0.0 198.7 0.0 252.3 0.0 271.2 0.0 274.4 0.0 378.5 0.0

2285.1 480.2 2333.6 483.8 2344.6 487.4 2403.0 479.2 2454.4 494.4 2509.5 510.0 2554.2 500.8 2608.2 503.9 2663.6 507.0

5004.6 2919.2 5016.1 2947.5 4983.0 2972.7 5068.2 2984.0 5171.7 3013.0 5276.9 3025.1 5360.9 3036.3 5423.7 3045.0 5588.3 3053.2

1039.3 872.6 1067.1 895.8 1046.5 878.5 1073.9 901.3 1050.8 881.9 1075.4 902.5 1071.7 899.4 1067.4 895.7 1068.0 896.2

1793.3 534.4 1833.7 546.3 1876.3 558.8 1943.7 578.6 1990.7 592.4 2040.1 607.0 2115.6 629.1 2171.3 645.5 2229.6 662.7

383.9 366.6 385.7 367.5 384.3 365.9 375.7 354.4 372.5 352.2 367.4 347.1 364.7 345.3 365.2 349.0 349.6 338.5

479.3 90.5 392.1 73.4 303.7 56.3 320.1 54.4 387.8 73.1 447.5 82.7 473.6 86.9 493.7 90.2 631.9 110.5

1345.2 1091.5 1386.9 1113.9 1359.0 1100.0 1357.8 1098.3 1375.1 1118.6 1351.2 1090.5 1362.1 1102.4 1374.8 1113.3 1390.1 1126.2

5041.0 2955.6 5065.5 2996.9 4969.8 2959.5 5071.2 2987.0 5176.9 3018.2 5281.6 3029.8 5387.7 3063.1 5472.4 3093.7 5669.2 3134.1

（単位　億円）

R17年度

（2035年度）

▲ 80.9

383.4

2769.22303.5 2375.3 2469.9 2562.52365.6 2364.4 2312.7 2285.5

511.7 515.2 496.6 456.1

市債残高（臨財債除く）

（普通会計ベース）

500.7 459.5 492.5 497.7
基金残高（減債基金満期一

括償還分除く）

(歳入歳出差引額調整後)

13.2 ▲ 3.0 ▲ 5.2 ▲ 4.7 ▲ 26.8 ▲ 48.7▲ 36.4 ▲ 49.4

歳出合計

歳入歳出差引額

その他

人件費

扶助費

公債費

普通建設事業費

歳入合計

市債

（臨財債除く）

その他

地方交付税

臨時財政対策債

R14年度

（2032年度）

R15年度

（2033年度）

R16年度

（2034年度）

市税

R9年度

（2027年度）

R10年度

（2028年度）

R11年度

（2029年度）

R12年度

（2030年度）

R13年度

（2031年度）


